
○上野原市携帯電話等基地局の設置に関する指導要綱 

平成２６年１１月１７日 

告示第７２号 

（目的） 

第１条　この告示は、本市における携帯電話等基地局の設置に当たり、

事業者がその設置について近隣住民等に対し事前に説明する責任を明

確にし、携帯電話等基地局の設置に係る紛争を未然に防止し、市民の

生活環境の保全に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条　この告示における用語の意義は、建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）に

定めるところによる。 

２　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（１）　携帯電話等基地局　携帯電話端末、PHS端末その他これらに類

するデータ通信用の機器相互間の通信を中継する送受信兼用の設備

（主として屋内又はトンネルの通信状況を改善するためのものを除

く。）をいう。 

（２）　事業者　携帯電話等基地局の設置又は改造（当該携帯電話等

基地局の形状又は出力を変更することをいう。以下同じ。）をしよ

うとする携帯電話等通信会社をいう。 

（３）　近隣住民等　携帯電話等基地局のアンテナの中心からの水平

距離が地盤面から当該携帯電話等基地局のアンテナの上端までの高

さの２倍の距離の範囲内において土地又は建築物を有する者、及び

その範囲内の属する地域（以下「行政区」という。）をいう。 

（設置等計画の届出） 

第３条　事業者は、携帯電話等基地局を設置又は建替えをしようとする

ときは、他の法令等の規定による許可、認可等に係る申請等を行う３

０日前までに、携帯電話等基地局設置等計画届出書（様式第１号）に

次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 



（１）　位置図 

（２）　配置図 

（３）　立面図又は構造図 

（４）　近隣住民等の範囲を示す図書 

（５）　次条に定める表示板の設置状況が分かる写真 

（６）　設置予定の基地局から発信する電波に関する図書 

（７）　その他市長が必要と認める図書 

２　市長は、前項の届出があった場合において、紛争の防止又は近隣住

民等の生活環境の保全のために必要があると認めるときは、必要な助

言又は指導を行うものとする。 

（掲示板の設置） 

第４条　事業者は、前条第１項の届出の後、現地に携帯電話等基地局設

置のお知らせ（様式第２号）を設置するものとする。 

（近隣住民等への説明等） 

第５条　事業者は、第３条第１項の届出の後、説明会又は個別説明（以

下「説明会等」という。）により、当該携帯電話等基地局の設置に係

る内容について、次に掲げる事項を近隣住民等に説明するものとする。 

（１）　携帯電話等基地局の形態、規模及び構造、工事の期間、工事

方法及び安全対策 

（２）　携帯電話等基地局から発信する電波に関する事項 

（３）　その他必要な事項 

２　事業者は、説明会等を実施した場合、当該説明会を開催した日の翌

日から起算して１０日以内に実施状況を説明会等実施報告書（様式第

３号）により市長に提出しなければならない。 

３　近隣住民等は、事業者による説明について検討を行い、紛争の防止

に努めなければならない。 

４　事業者は、近隣住民等から携帯電話等基地局の設置に対する意見が

あった場合は、誠意をもって対応し、紛争の防止に努めなければなら

ない。 



５　市長は、前項の規定により事業者から説明会等実施報告書の提出が

あった場合において、紛争の防止又は近隣住民等の生活環境の保全の

ために必要があると認めるときは、必要な助言又は指導を行うものと

する。 

（他法令等の手続との関係） 

第６条　事業者は、前３条に規定する手続を経た後に、他の法令等の規

定による許可、認可等に係る申請等の手続を行い、設置工事に着手す

るものとする。 

（設置等計画の変更） 

第７条　事業者は、第３条第１項の規定により届け出た設置等計画の内

容を変更しようとするときは、携帯電話等基地局設置等計画変更届出

書（様式第４号）に同項各号に掲げる図書のうち当該変更に係る図書

を添付して市長に届け出るものとし、当該変更の内容により第４条及

び第５条の規定の例により、必要な手続を行うものとする。ただし、

近隣住民等の意見を考慮して行う事項又は軽微な事項のみである場合

は、この限りでない。 

（設置等計画の廃止） 

第８条　事業者は、第３条第１項の規定により届け出た設置等計画を廃

止しようとするときは、携帯電話等基地局設置等計画廃止届出書（様

式第５号）を市長に提出しなければならない。 

（使用開始届出書の提出） 

第９条　事業者は、携帯電話等基地局の設置等に関する工事が終了し、

当該携帯電話等基地局の使用を開始したときは、携帯電話等基地局使

用開始届出書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第１０条　この告示の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附　則 

（施行期日） 

１　この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 



２　この告示の施行の日前に確認の申請を行った携帯電話等基地局につ

いては、適用しない。 



 



 



 



 



 




